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大阪府北部地震がもたらした地域産業への影響と再生策 

 

                  

はじめに：交通途絶による混乱、老朽インフラ都市型災害 

 2018 年 6 月 18 日午前 7 時 58 分、大阪府北部を震源とする地震が発生した。マグニチュ

ード(M)6.1、大阪府で最大震度６弱を観測した。人的被害は、死者数 5 名、負傷者数 369

名、また住戸被害は全壊数 517、半壊数 510、一部損壊数 54,940 であった（大阪府危機管

理室 10 月 12 日時点）。大都市で発生した今回の災害では、平日の通勤時間帯ということも

あり交通途絶による都市機能へのダメージ、老朽化した水道管の破損などインフラ更新の

課題、さらには本地震に続いて発生した西日本豪雨災害は地震被災地に負担かけることと

なった。 

 本調査は、兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科において、加藤が担当する「地域産業

復興政策論」講義の受講生とのやりとりからスタートしたものである。アンケート項目の検

討などを院生諸君と協議しつつ、被災の中心に位置していた高槻商工会議所のご協力をお

願いして実施された。当初から経済的には大規模災害に比べて限定された被災と推定され

てはいたが、実際に被災された事業者の現実や思いを施策・政策に反映すること、さらには

今後予見される巨大災害に向けた企業の準備のあり方を考えるといった視点から本調査を

実施したところである。 

 アンケートの集計解析には、受講生でもあった久後、佐藤の両名が大きく関わっている。

分析は、久後が 4「政府の経済活動支援策は役立ったのか？」、佐藤が 5「将来の大規模災害

への備えは？」、加藤が全体の統括と１、２、３の各章を主として担当した。また、6・７章

は 3 名で討議して作成したものである。 

なお、本調査では、高槻商工会議所のご協力で、会議所に加盟している企業の皆さんへの

アンケート、及び立地企業 3 社のインタビュー調査を実施している。アンケートに真摯に

ご回答ただいた事業所の皆様、インタビューにお時間をいただいた 3 社の経営者・ご担当

の皆様にはお礼を申し上げます。本調査でご協力をいただいた高槻商工会議所 新美英代

専務理事、鳥山茂中小企業相談室長、森茂治コーディネータに厚くお礼を申し上げます。 

 

加藤恵正 兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科 

久後巧  兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科修士課程 

             佐藤拓巳 兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科修士課程 
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１．本調査研究の目的 

 本調査研究の目的は、大阪北部という高密度市街地で発生した地震の影響を、発災後１か

月の間における事業所の被害実態を明らかにし、地域経済に及ぼしたダメージを検討する

ことにある。 

 6 月 20 日、SMBC 日興証券は今回の地震が国内経済に及ぼす影響が 1,835 億円、実質国

内総生産額の押し下げ効果が 0.03％といち早く暫定推計を公表。また、日本総合研究所は

震災当日の移動手段の混乱等による生産減が 690 億円、翌日の被災地製造事業所の操業不

能による生産減が 30 億円、合計 720 億円と「震災当日・翌日の経済活動への影響」を試算

している。いずれの報告も、大阪北部地震が及ぼす経済的ダメージは限定的とした。 

 個別企業の被災は、クボタが水道管などを生産する阪神工場（兵庫県尼崎市）を 6 月 22

日に操業再開、パナソニックは大阪府内３工場のうち門真に立地している業務用プロジェ

クター工場を 19 日に再開、豊中市溶接機工場と高槻市電球工場について、25 日から通常生

産に戻っている。この他、サントリー山崎蒸留所やアサヒビール吹田工場なども 19 日には

生産の再開をしている。商業面では、今回の地震が朝の通勤時に発生したことから従業員出

勤が困難となり、18 日は大阪、京都の百貨店は終日休業したが、19 日には一部を除いてほ

ぼ通常営業に戻っている。このように、大都市の高密度な活動地域が震度６の地震で被災し

たことを勘案すると、経済的な被災規模は比較的軽微であった。一方、都市機能の麻痺とい

った大都市の脆弱性が明らかになったことは、予見される南海トラフ災害から閑却できな

いポイントであった。 

 今回の災害はマクロ経済的俯瞰や個別大手企業事業所の操業再開などから見ると経済的

には軽微あるいは限定的とされる災禍であったが、本調査は地域経済を支える中小企業に

焦点をあて、その被害実態から検討を行おうと試みたものである。これまでの日本における

企業の被災からの回復は、サプライチェーンという表現で象徴される巨大企業による複数

企業間の統合的連携・連鎖に組み込まれた事業所が加速度的であることが知られている。一

方、地域に根差した中小企業群は、政府等による支援策以外には救援の「手」はなく、復旧・

復興が遅延する可能性は大きい。今回、被災した大都市圏域の産業構造は、サービス経済化

が進んでおり第 3 次産業のウエイトが大きい。実際、小規模・零細な商店や事業所がその大

勢を占めている。本調査では、こうした事業所群が、経済的には「軽微」と称される災禍で

実際にどのような実態にあるのか、再建に向けてどのような課題があるのかについて検討

を行った。また、南海トラフ等の巨大災害に向けて、事業所がどのように考え、BCP など

どのような準備状況にあるのかについても若干ながら明らかにすることができたと考えて

いる。 

 最後に、予見される南海トラフなどの巨大災害に向けて、今回の教訓から減災復興に向け

たいくつかの提案を行った。 
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２．調査方法 

 本調査では、次の２つのアプローチから分析を行った。 

①アンケート調査の実施 

「大阪府北部地震が経済活動に及ぼした影響に関する緊急アンケート調査」 

本調査では、大阪北部地震の被災地域の中心部、高槻市を対象として企業動向を把握するこ

ととした。対象は下記に示すように、高槻商工会義所全メンバー（高槻市外立地企業を除く）

を対象とした悉皆調査とした。 

目的：大阪府北部地震被災による発災後１か月の企業の状況や経済活動への影響を明らか

にし、企業活動への支援の在り方等を検討する。また、予見される巨大災害への備え

について現状を把握する。 

調査対象：高槻商工会議所会員企業のうち高槻市内立地 1,854 事業所。 

調査方法：郵送による依頼・回収 

調査期間：2018 年 7 月 18 日―31 日 

有効回答数：642 (34.6％) 

 

②被災企業へのインタビュー調査の実施 

「大阪府北部地震が経済活動に及ぼした影響に関するインタビュー調査」 

本調査では、上記アンケート調査結果を踏まえ、企業の被災実態、復旧・復興への過程を具

体的に明らかにすることを目的としている。実際には、被災企業３社（高槻商工会議所のご

協力により抽出）に訪問インタビューを実施したところである。 

目的：アンケート結果を踏まえ、より具体的に被害の状況、復興の過程での課題等について

伺う。 

調査方法：被災企業３社（高槻商工会議所のご協力により抽出）に訪問インタビュー 

調査期間：2018 年 11 月 13 日 
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３．発災後１か月の企業の状況：大阪府北部地震アンケートより 

（1） アンケート回答事業所のプロフィール 

今回のアンケート調査回答事業所の業種別従業者規模について整理したのが表１である。

回答事業所の 6 割以上が震災で事業活動に影響を受けていることがわかる。業種別にみる

と飲食業（86.2％）、小売業（74.6％）など生活関連産業への影響が大きい。また、規模別に

みると 300 人以上の大規模事業所において被災が顕在化している。 

 

      表 1 業種・従業者規模別に見た答企業のプロフィール 

 

各々のセル内で「地震の影響あった」との回答割合が 5 割以上を彩色（回答 5 事業所以上） 

 

（2）被害の実態 

① もの（工場や設備）やひとへの直接被害は？ 

１） 直接被害：工場や店舗の建物被害 「あった」との回答 41.4％ 

直接被害：設備や機械の損傷   「あった」との回答 28.8％ 

  工場や店舗被害は回答事業所の 4 割を越える。設備・機械の損傷も 3 割に及んだ。 

ただ、ダメージの程度は比較的軽微なものが多かったとみられ、工場・店舗の被害が 3 日以

内に回復した割合がほぼ半数、事業所設備・機械では 6 割強あり、復旧は一部を除き比較的

早かった。ただ、復旧に「半年以上必要」といった回答も複数あることは留意が必要だ。 
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２） 従業員の被害：「負傷者がいる」0.9％、「交通途絶で出勤できない」36.9％ 

   従業員が負傷したとの回答は 0.9%にとどまったが、交通途絶で出勤できなかった従業

員がいた事業所は 4 割近くに及んでいる。このうち、５割以上の従業員が出勤できなかっ

た事業所は、半数以上にのぼっている。都市部を直撃し、交通網を寸断した今回の震災被害

の特徴といえそうだ。 

 

② 事業を妨げるライフ・ラインの途絶は？ 

ライフ・ライン途絶：「あった」23.5％。 

最も多く影響を受けた業種は、最も多い飲食店で回答事業所の 55.2％となっている。次

いで、サービス業 36.4％、小売業 30.9％であった。ライフ・ラインの途絶は、このように

小売、飲食業などサービス系の事業所への影響が大きかったようだ。高槻市の産業構造は、

既に 8 割以上の従業員が広義のサービス産業に従事しており、ライフラインの途絶がもた

らす地域経済への影響は看過できない。 

 

③ 地震災害がもたらした産業集積へのダメージ 

１） 被災地内事業所との取引関係途絶：「あった」（原因：交通途絶 13％、取引先被災３％、

両方 2％） 

 都市の経済は稠密な連関構図で形成されている。その意味で、取引関係の途絶は事業所に

とって、自らの被災と同様のダメージとなるといって過言ではない。今回の震災では、上記

のように合計 18％の事業所が取引関係途絶を経験している。このうち、交通・輸送網途絶

の影響が大きかったのは、運送業で回答事業所の 41.6％を占めていた。この他、卸売業も 3

割が取引関係の途絶があったと回答している。 

 

２）その時、別の事業所との取引開始：「あった」２％ 

こうした状況下で、取引関係の「更新」があったのかをみると、わずか 2％であるが別の

事業所との取引で急場をしのいでいる。1-9 人規模が 4 事業所（1.0％）、30-99 人規模が 4

事業所（6.5％）、100-299 人規模が３事業所（11.5％）と規模が大きいほどこうした対応が

相対的に大きい。 

 

３）被災地外との取引関係途絶：「あった」５％ 

被災地外における取引関係途絶に関しては、事業所規模や業種とは大きな相関がみられ

ない。 

 

④ 風評被害はあったのか？  風評被害：「あった」8％ 

これまでの大規模災害において、「風評被害」は被災地企業の再建にとって大きな影響を
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及ぼす要素であることが明らかとなってきている。今回の災害においても、約 1 割の企業

が風評被害を指摘した。業種からみると飲食業、小売業など生活に密着した業種で顕在化し

ている。規模別には際立った特徴はない。 

 

（3） 地域経済復興への感触：産業集積再生と企業マインド 

発災後、どれくらいの期間で地域経済が全面回復したと感じていますか。 

 

 

図１ 地域経済の全面回復期間 

 

回答企業の 3 割は、地域経済の回復が遅延していると感じている。様々な間接被害がこ

の間に発生していると考えられる。経営からの立ち直りは早いが、稠密な取引関係から形成

される地域経済の復興はなお時間がかかっていると判断しているようだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14%

27%

24%

29%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

1. 2-3日

2. 1週間程度

3. 2週間程度

4. 未だ全面回復せず

無回答

【回答項目】 

１．2－3 日   

２．1 週間   

３．2 週間   

４．現時点でも

回復していない

（注：ここでの

「現時点」はア

ンケート実施期

間を指す：7 月

18 日－31 日） 
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４． 政府の経済活動支援策は役立ったのか？ 

政府等の復興支援策活用：「あった」2％ 

財務状況が潤沢でなく、内部留保も少なく、規模の小さい被災地企業においては、特に政

府による経済活動支援策が頼みの綱となる。今回、回答企業の 2％が政府等の経済活動支援

策は役に立ったと回答された。この数値を今回の災害による被害からみて小さいのか、なか

には活用したくともできなかった企業がいるとするのか、検討の余地がある。 

 

 被災地において、企業が再建されることは産業復興の第一歩である。過去の阪神・淡路大

震災や東日本大震災においても多くの企業がダメージを負ったが、地域の雇用や人口を維

持するために今なお再建の途を目指す企業が多数存在する。財務状況が健全で、内部留保も

潤沢な大企業であれば自力再建は比較的容易であろうが、地方の中小零細、特に小規模な個

人事業主にとって大企業と同じ状況下での自力再建は厳しい。政府は東日本大震災を契機

に産業復興の在り方を見直し、複数の企業がグループとなることで補助金を受託できるグ

ループ補助金制度を創設した。しかし、上述であげたような自力再建ができない企業にまで

うまく政府の経済支援策が行き届いているのかどうかについては改めて検討の余地がある。 

 今回の大阪北部地震が経済活動に及ぼした影響に関する緊急アンケート調査において、

「3.政府などの復興支援策は活用されましたか。具体的にどの施策を利用されましたか。」

という質問項目を設定し、ダメージを負った被災地企業が政府の経済支援策を実際に活用

できたのか、できなかったのであればどのような理由で活用できなかったのかを明らかに

する。 

 今回の地震で事業活動に影響があったと回答した企業はこれまで記載の通りであるが、

中でも政府などの経済支援策を活用したと回答した企業は 14 社（2%）にすぎない（図 1

参照）。こうした活用状況については、被害が比較的軽微であったためなのか、それとも

何らかの理由により活用しなかったのか定かではない。ここでは、まず政府などの復興支

援策を活用したと回答した企業の被害状況を検討し、実際にどのような施策を活用したの

かを整理する。さらにアンケートの自由記述を参照し、今回の地震に対する政府等の経済

支援策に対する企業の視点を整理していくことにした。また、阪神・淡路大震災や東日本

大震災における政府の経済支援策を参照し、今回の経済支援策の評価と今後の課題を暫定

的ではあるが明らかにすることにした。 
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① 政府の経済支援策を活用した企業と被害の概要 

 表２は業種別に見た政府等の支援策利用状況である。回答結果は『建設』が 4 社

（29%）、『卸売』が 2 社（14%）、『小売』が 2 社（14%）、『サービス』が 3 社（22%）、

『他』が 2 社（14%）、『無回答』が 1 社（7%）であった。高槻市の産業構造は、小売・

卸売が全体の約 20%を占めており（RESAS）、アンケート結果からもそれぞれ 2 社ずつ政

府などの復興支援策を活用したと回答している。なお、複数の業種に回答した事業所は

「他」としたが、業種によって特に活用企業数の差は見られない。 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 は、従業者規模別に見た政府等の支援策利用状況である。『1-9 人』が 10 社

（72%）、『10-29 人』が 1 社（7%）、『30-99 人』が 0 社（0％）、『100-299 人』が 2 社

（14%）、『300 人以上』が 0 社（0%）、『無回答』が 1 社（7％）であった。中小・零細企

業や家族経営の個人事業主が政府などの復興支援策を多く活用している。 

 

 

 

 

 

14社

（2%）

607社

（95%）

21社

（3%）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

活用した 活用していない 無回答

図２ 政府などの復興支援策を活用した企業の割合  

表３ 政府などの復興支援策を活用した企業の従業員数構成 

表２ 政府などの復興支援策を活用した企業の業種構成 

建設 製造 情報 運輸 卸売 小売 飲食 サービス 他 無回答 合計

活用した企業 4社（29%） 0社（0％） 0社（0％） 0社（0％） 2社（14%） 2社（14%） 0社（0％） 3社（22%） 2社（14%） 1社（7%） 14社（100％）

活用していない企業 131社（21%） 77社（13%） ７社（1%） 12社（2%） 25社（4%） 69社（11%） 28社（5%） 127社（21%） 126社（21%） 5社（1%） 607社（100％）

無回答 3社（14%） 0社（0％） 0社（0％） 0社（0％） 0社（0％） 0社（0％） 1社（5%） 2社（10%） 3社（14%） 12社（57%） 21社（100％）

合計 138社（21%） 77社（12%） 7社（1％） 12社（2%） 27社（4%） 71社（11%） 29社（5%） 132社（21%） 131社（20%） 18社（3%） 642社（100％）

1-9人 10-29人 30-99人 100-299人 300人以上 無回答 合計

活用した 10社（72％） 1社（7％） 0社（0％） 2社（14％） 0社（0％） 1社（7％） 14社（100％）

活用していない 385社（63％） 108社（18％） 62社（10％） 22社（4％） 20社（3％） 10社（2％） 607社（100％）

無回答 6社（28％） 1社（5％） 0社（0％） 2社（10％） 0社（0％） 12社（57％） 21社（100％）

合計 401社（62％） 110社（17％） 62社（10％） 26社（4％） 20社（3％） 23社（4％） 642社（100％）
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図３は、政府などの復興支援策を活用した企業の地震による設備・機械の損傷の有無、

図４は、政府などの復興支援策を活用した企業の地震による工場・店舗・建屋の損傷の有

無を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

両項目ともに損傷が『あった』と回答した企業は 8 社（57%）、『なかった』と回答した

企業は 6 社（43%）であった。アンケート結果より、設備・機械・工場・店舗・建屋の買

替や修理のニーズがあったことが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 政府の経済支援策を活用した企業の具体的な施策と自由記述 

政府などの復興支援策を活用した企業のうち、「具体的にどの施策を利用されました

か。」の回答には、『JA の保険』や『セーフティネット 4 号』、『ブロック塀等撤去等工事補

助金』があがった。今回の地震では、学校におけるブロック塀の耐震対策の欠如が問題と

なったが、こうした課題への対応が表れ始めている。 

あった

8社（57%）

なかった

6社（43%）

あった なかった

図 4 政府などの復興支援策を活用した企業の地震による 

工場・店舗・建屋の損傷の有無  

あった

8社（57%）

なかった

6社（43%）

あった なかった

図３ 政府などの復興支援策を活用した企業の地震による設備・機械の損傷の有無  
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自由記述では、政府などの復興支援策を活用した企業のなかで、「国から借り入れをし

たとしても返済見込みが立たない」といった回答があった。今回の政府の経済支援策のな

かには貸付による金融支援サービス（利子補給なし）はあるが、補助金支援はない。事業

継続する意思が強い企業ほど資金需要は大きく、政府系金融機関等からの借入を選択した

のだろう。 

 一方、政府などの復興支援策を活用しなかった企業のなかで、「政府などの復興支援

策、もっと簡潔に手続きが出来るように工夫してほしい」という記述が 4 件、「行政の支

援策等が分からないので明確にしてほしい」が 4 件、「市も国もやってくれる支援は本当

に支援者が求められているものでは全くない気がします」が 2 件あった。印象的であった

のは、「行政側は区別差別せずとりあえず金を出してほしい」で、緊急に資金が必要とい

う企業の「声」と言っていいだろう。 

こうした発災後 1 か月の事業者からの「声」は、これからの支援策の制度設計にも示唆

的であると思われる。 

 

③ 阪神・淡路大震災、東日本大震災、大阪北部地震における経済支援策の比較 

 ここでは、これまでの巨大災害時における経済支援策について簡単な整理を行ったうえ

で、大阪北部地震での支援策と比較検討する。表 4 は阪神・淡路大震災、東日本大震災、

大阪北部地震における政府の経済支援策を表している 1)、2)。こうしてみると、制度の適用

という点で、次の 3 点が指摘できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           出典：中小企業庁 HP 

 

 

表 4 阪神・淡路大震災、東日本大震災、大阪府北部地震における政府の経済支援策 

 阪神・淡路大震災 東日本大震災 大阪北部地震

災害復旧貸付の拡充 東日本大震災復興特別貸付 災害復旧貸付の実施

阪神・淡路大震災復興基金による利子補給 特別利子補給制度

災害関係保証/セーフティネット保証（5号） セーフティネット保証4号の適用

小規模企業共済制度による支援 小規模企業共済制度による支援 小規模企業共済災害時貸付の適用

中小企業設備近代化資金の特例措置 小規模企業者等設備導入資金の特例措置

既往債務の負担軽減 既往債務の負担軽減 既往債務の返済条件緩和等の対応

被災中小事業者に対する税制上の主な特例措置 法人税 法人税

中小企業事業団による仮設店舗、仮設工場の整備

貸共同工場・店舗等の整備

中小企業等復旧・復興支援補助

商店街振興組合等の共同施設に対する補助 商店街実践活動事業

被災中小企業に対するその他の主な支援策 相談窓口の設置による支援 商工会、商工会議所における経営相談 特別損談窓口の設置

事業用施設の復旧・整備支援に対する主な支援策

被災中小企業に対する主な資金繰り支援

（独）中小機構による仮設店舗・仮設工場の整備
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第１は、貸付に係る利子補給である。阪神・淡路大震災では『阪神・淡路大震災復興基

金による利子補給』、東日本大震災では『特別利子補給制度』といずれも利子補給制度が

適用されたが、今回は導入されなかった。通常、金利負担が少なければ少ないほど企業の

借入意欲は高まる傾向がある。中小企業支援策として災害時貸付を導入するのであれば、

同時に利子補給制度を導入して企業の借入意欲を落とさないようにすることも新しい考え

方といえるだろう。 

第２は、商店街の復興支援である。阪神・淡路大震災では『商店街振興組合等の共同施

設に対する補助』、東日本大震災では『商店街実践活動事業』が適用されたが、今回は被

害が軽微だったこともあり、こうした補助や事業は実施されなかった。他産業同様、予見

される大規模地震災害での被災を勘案すると、被災前における商店街の頑健化、被災後の

再生にむけた準備が必要であろう。 

第３は、政府の経済支援策と被災企業のニーズのミスマッチが今回あったのではないか

ということである。表 4 は、阪神・淡路大震災や東日本大震災と比べて今回のケースは政府

の経済支援策が少ないことを示している。大阪北部地震では比較的被害規模が軽微であっ

たためだろう。政府などの復興支援策を活用しなかったと回答した企業の自由記述では、た

とえば「市も国もやってくれる支援は本当に支援者が求められているものでは全くない気

がします」といった指摘にもある通り、企業側からみると行政による被害の過小評価、被災

企業は自らの被害の過大評価ということにある。被災企業が、政府等の支援策を活用しなか

った背景にはこうした「ミスマッチ」があった。 

政府等の経済活動支援策が役立ったと回答した企業は 2％であった。将来予見される巨

大災害からの復興を考えるうえで、被災（想定）規模は全く異なるが、2%という数値は示

唆的である。 

まず、復興支援策の手続きの煩雑さに関してはあらためて検討の余地がある。被災企業

に通常時と同様の視点から負担を課すことに意味はない。復興支援策の周知に関しては、

企業が積極的に支援に関わる情報にアクセスする姿勢が必要である。また、平時から行政

や経済団体と個々の企業の結びつきを形成しておくことが必要であろう。また、こうした

情報共有は、被災企業のニーズと支援方策のマッチングを容易にするとも考えられる。さ

らに、政策の評価について、「震災時に実施された対策が企業にもたらした効果を分析

し、その効果の検証を進めることが、今後の災害対策として期待される」3）といった指摘

もある。被災地経済政策の政策効果に関わる研究は重要である。 
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５．大阪北部地震被災地域における BCP 策定に関する現状と展望 

災害発生時の危機対応や事業継続の一助となるものとして、BCP(事業継続計画)がある。 

BCP は決して危機対応にのみ重点を置いた計画ではなく、企業価値の向上や企業競争力の

強化に繋がる取り組みであり、その指針として「事業継続ガイドライン第三版(内閣府)」(平

成 25 年 8 月)が発行されている。また、中小企業向けの BCP 策定に向けて「中小企業 BCP

策定ガイドライン(中小企業庁)」(平成 24 年 3 月)が発行されており、企業の自発的な取り

組みを促している。しかし、BCP 策定率を見てみると中小企業では 15％、大企業では 60％、

中堅企業で 42％と決して取り組みが普及しているとは言い難いのが現実である。日本のよ

うな災害大国において、災害時の事業継続への取り組みは喫緊の問題であり、早急に解決さ

れるべきである。 

ここでは、大阪北部で発生した地震により被災した地域の BCP 策定の有無と被害の相関

関係及び、事業所の経営形態による策定状況を把握することを目的とする。 

 

① BCP(事業継続計画)の策定状況 

 「BCP を策定していた」と回答したのは 50 社（8％）で、全国平均と比較しても少ない

ことが分かる。一方で、「これから策定しようと考えている」と回答した事業所は97社（15％）

にも及び、前向きな姿勢がうかがえる。今回の震災災害を受けて策定意思を固める事業所の

増加が見込まれる。 

 

 

  図５ BCP(事業継続計画)を策定していた企業の割合 

 

② 大規模災害に対しての準備 

「地震保険などに加入」が 251 社（39％）と最も多く、ついで「従業員の安否確認や食料

品・医薬品・トイレなどの備蓄」が 156 社（24％）である。最も少ないのが「地域自治体と

の災害時支援協定の締結。防災訓練への参画、工場見学への誘い」であり、36 社（6％）で

8%

69%

15%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1. 策定していた

2. まだ策定していない

3. これから作成予定

無回答

事業所(N=642)

  回答項目 

 

１．策定していた 

２．まだ策定してい

ない 

３．これから策定し

ようと考えてい

る 
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あった。「取引先相手や近隣事業者と災害時への対応について情報交換をしている」が 113

社（18％）であり、地域との連携、CSR を果たすための備えを今後整備していく必要があ

る。また今回の震災災害は通勤時に発生したため、交通機関は大規模な範囲で麻痺したこと

が大きな特徴である４）。 

出社する従業員の多くが交通機関に依存するような事業所では、業務以外にも通勤、退勤

時間のワークフローを定めておくことが重要である。トラベルフィードバックプログラム＊

等を用いて、継続的な改善をすることが必要だ。 

＊トラベルフィードバックプログラム（自動車利用から公共交通機関への転換を狙いに, 心理的要

因への働きかけからの行動変化を目的とする交通需要マネジメント手法）等を用いて、継続的な改善

をすることが望ましい。 
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③ 業種とBCP策定意思との相関 

業種と BCP 策定率、策定意思の相関についてみると、「策定していた」と回答している事

業所の内、最も策定率の高かった業種は製造業で、17 社(34％)であった。「その他」が 10

社(20％)、建設業が 8 社(16％)と続く。ここで「これから策定予定」と回答した事業所を見

てみると、建設業が 27 社(27％)と最も多い。大阪北部地震では、屋根の修繕やクラックの

補修工事などで建設業がいわゆる「需要の変動」が生じており、複数の事業所が自由記述で

災害後の多忙な業務に追われていると記している。今後、建設業の事業者が BCP を策定す

る上では、需要の変動を考慮することが必要である。 

 一方で「策定していた」、「これから策定予定」の回答から、策定率、策定意思の低い業種

を見てみると、情報通信業、飲食業が該当する。高槻の産業は集積的であり、計画策定によ

り同業他社と差別化を図ることができれば、大きなアドバンテージとなることが推測でき

る。飲食業は、他の業種と比較して出店率、廃店率が高いため、計画策定にまで手が回らな

いことも考えられる。しかし、物流やライフラインの停止により顕著に影響の出る業種であ

11%

24%

39%

11%

6%

18%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1. 被害想定や災害対応力の把握

2. 安否確認と備蓄

3. 地震保険

4. 災害対応型の設備・建屋

5. 地域自治体との関係

6. 取引先や近隣との情報交換

事業所(N=642)

１. 政府等から提供される被害想定や自社の災害対応力を把握している。 

２. 従業員の安否確認や食料品・医薬品・トイレなどの準備をしている 

３. 地震保険などに加入している 

４．建屋・設備等を災害対応型にしている 

５．地域自治体との災害時支援協定の締結や地域の防災訓練への参画、工場見学

への誘いなどを実施している。 

６．取引相手や近隣事業者と災害時への対応について情報交換等をしている。 

 

図６ 大規模災害に対して企業が準備していることの割合 
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ることを考えると、BCP 策定以外にも何らかの対策を講じる必要性はある。その際には、

負担の少なさや更新の容易さ、店舗又はグループの独自性を十分に配慮する必要がある。卸

売業者や製造元と、発災時の輸送を事前に協議しておくことで、円滑な復興が望むことが可

能となろう。 

 

表 5 業種別に見た BCP の策定状況 

 建設 製造 

 

情通 

 

運輸 卸売 小売 飲食 サー

ビス 

他 複数 総計 

1. 策定

済 

８ １７ １ ２ ４ ４ ０ ４ １０ ０ 50 

８％ 

2. 策定

せず 

９４ ４５ ６ ６ ２０ ５３ ２５ ９３ ７１ ２８ 445 

69％ 

3. 今後

予定 

２７ １４ ０ ３ ２ １１ ２ ２４ １２ ４ 99 

15％ 

無回答 ９ １ ０ １ １ ３ ２ １１ ６ １ 48 

7% 

総計 138 

21％ 

77 

12% 

7 

1% 

12 

2% 

27 

4% 

71 

11% 

29 

4% 

132 

21% 

99 

15% 

33 

5% 

642 

100% 

 

④ 従業員数とBCP策定意思との相関 

 事業所の従業員数と、BCP 策定意思の相関関係を述べる。事業所の従業員数に関しては、

グループ全体の従業員数を記述している回答も見られたが、ここでは各々の事業所内の従

業員数を参考にする。 

 今回アンケート調査を行った事業所は 1-9 人が 401 社(62％)と、比較的小規模であるこ

とが分かる。1-9 人の事業所では、BCP を「策定していた」と回答したのは 8 社(2％)にと

どまった。一方で「これから策定予定」と回答した事業所は 62 社(15％)と、前向きな姿勢

もうかがえる。従業員数が少ない事業所では、日常の業務に追われ、計画策定まで手が回ら

ないのではないかと推測する。BCP とは本来重要業務の復旧に当たる。その理解を促し、

事業所の経営戦略の一つとして組み込むとで策定率の向上に繋がるのではないだろうか。 

経営規模や業種に応じてどの様な対応が図られるべきかを示すチャート図や、事業継続計

画の策定を大枠で示したテンプレートの配布等を行うことも策定を促していく上で、有用

な手法となる。 
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表 6 従業者規模別に見た BCP 策定状況 

 1-9 人 10-29 人 30-99 人 100-299 人 300 人以上 無回答 総計 

1. 策定していた 8 6 17 9 9 1 50 

(8%) 

2. まだ策定していな

い 

304 85 36 9 5 6 445 

(69%) 

3. これから策定予定 62 17 7 7 5 1 99 

(15%) 

無回答 27 2 2 1 1 15 48 

(7%) 

総計 401 

(62%) 

110 

(17%) 

62 

(10%) 

26 

(4%) 

20 

(3%) 

23 

(4%) 

642 

(100%) 

 

⑤ 被害とBCP策定意思の相関 

 大阪北部地震により影響が生じたか否かと BCP 策定意思の相関関係を述べる。 

今回の地震災害では影響の有無と、策定状況との関係はそれほど見られなかった。 

「現在も影響あり」と回答した事業所の内、「策定していた」と回答したのは 1 社(2％)であ

り、「まだ策定していない」、「これから策定予定」と回答した現時点では計画策定に至って

いない事業者は 46 社(88％)であった。影響の長期化は BCP の策定によって回避できる。 

 

表 7 大地震の影響と BCP 策定状況 

 影響なし 影響あり 

(2-3 日で回

復) 

影響あり 

(一週間程度

で回復) 

現在も 

影響あり 

無回答 総計 

1. 策定していない 15 22 11 1 1 50 

(8%) 

2. まだ策定してい

ない 

159 166 68 36 16 445 

(69%) 

3. これから策定予定 28 40 19 10 2 99 

(15%) 

無回答 24 10 7 5 2 48 

(7%) 

総計 226 

(35%) 

238 

(37%) 

105 

(16%) 

52 

(8%) 

21 

(3%) 

642 

(100%) 

６．高槻市内立地事業所の状況：高槻市内３事業所のインタビュー調査から 
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 本レポートでは、発災後 1 か月の事業所の状況をアンケート調査結果から検討を行って

きた。ここでは、こうした結果を踏まえ被災後概ね半年を経過した 11 月中旬に、企業の被

災実態、復旧・復興への過程を具体的に明らかにするため、高槻に立地する製造業、小売業、

卸売業の３業種３社（高槻商工会議所のご協力を得た）に訪問インタビューを実施したとこ

ろである。 

・・・・・ 

● A 社 製造業 従業員 130 名 産業機械メーカー （経営者・管理部スタッフ） 

震災当日の状況など 午前８時の始業時刻寸前での発災であった。従業員は全員仕事に

ついていたが、まだスタートはしていなかった。業務開始後の発災ではなかったことにほっ

としている。大型のクレーンなどが動く構内では、今回のような地震は従業員に危険が及ぶ

可能性が大きい。8 時 20 分頃には同日の臨時休業を決定した。ガスの復旧は 1 週間程度か

かったが、電気、水はすぐに回復し、事業再開に支障はなく、次の日から通常業務に戻った。

エレベータが緊急停止状態のままであったが、被災地全体で同様の事態が生じているらし

く、回復のための作業待ちが続いた。ただ、その後の台風 21 号によって、建屋の屋根が損

傷したが、これも修復業者待ちの状態が長く、11 月現在、金沢から業者に来てもらい、修

復を急いでいる。風評被害は特になかった。阪神・淡路大震災の時の情報流通環境は、現在

では大きく変化、あるいは進化している。営業等の担当従業員も携帯電話を常に持っている

ことから、風評被害等への対応も即応するという意識が大事だろう。 

 今回、政府の被災企業支援策は使っていない。被災者が体育館などの緊急避難所に長く滞

在せざるを得ない状況を改善すべきである。従業員がこうした状況に置かれたと考えると、

仕事に出てくることができても体力的に疲弊し、ストレスに悩む状態では、集中力が必要な

重機の操作やものづくり業務に集中することができないということも予想される。このあ

たりに政府等の支援があると、被災者支援と同時に間接的ながら事業所へのサポートとな

ると考える。巨大災害への準備については、少しずつ進めているというのが実情である。他

の事業者との連携については、災害防止のための組織（自然災害ではなく、構内事故等への

対応）において情報共有のための仕組みを持っており、ここで他社の社員と知り合うことが

今後役立つと考えている。今回の大阪北部地震を経験して、経営者、従業員とも防災・減災

への危機意識は明らかに高まっている。 

 A 社インタビューを終えて A 社は従業員 130 名を擁する産業機械メーカーである。大

型のクレーンや機械が工場建屋群に設置されており、地震などの突然の災禍が従業員の安

全に脅威であることをまず懸念されていた。自然災害の発生時間は予測できず、あらゆる状

況への多様な角度からの準備の必要性を示唆されていた。また、毀損した設備等の修復が、

専門業者等の不足から大きく遅延していることも課題であろう。一般に、自然災害、特に地

震被害は局地的に形成されることが多い。A 社の場合も、西日本豪雨災害での建屋被害を金
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沢からの業者に依頼して現在作業を行っている状況であったが、全国的なネットワーク組

織などを組成することでより迅速な建屋や機械設備修復への着手を可能にすることができ

るかもしれない。 

・・・・ 

● B 社 全社従業員約 1,000 名（全 18 店舗。うち、インタビュー対象店舗約 100 名） 

  食品スーパーマーケット （店舗開発部スタッフ） 

 震災当日の状況など 通常、店舗は８：００開店。同日は、８：３０に 18 店舗中 17 店舗

は開店した。30 分で破損商品等を片づけ、来店客の安全を確保することができた。1 店舗

は停電のため同日中には開店できなかった。従業員も自宅で被災した者もいたが、100 名中

80 名が同日仕事を続行した。決して仕事の継続を強要していない。特に、パート従業員の

責任感や士気の高さには敬服している（阪神・淡路大震災の時も、あの災禍の中でパートを

含むほとんどの従業員が出勤してくれたことを印象深く覚えている）。商品は、水、非常食

などがすぐに完売。関西圏域からの仕入れには若干の市場もあった。また、仕入れ先の工場

が被災し、入荷がストップした商品もある。商品は、水や非常食などが完売した。特に、水

は入荷しなかったが、3-4 日後には通常の仕入れルートと異なる共同仕入れグループ（同社

は加盟企業である）から供給を受けることができた。仕入れの複線化によって乗り切ること

ができた。一方、ガスボンベは 2 週間かかり、生鮮食品は西日本豪雨災害、乳製品等は北海

道胆振東部地震によって入荷は滞った。 

 政府の支援策等について知らない。また、風評被害もなかった。むしろ、発災後 1 週間の

売上はこれまでより大きかった。巨大災害に向けての準備はできていない。年に 2 回程度

の防災訓練に参加する程度だ。市役所など行政との連携もない。今後、こうした防災につい

ては、行政からの案内等に依拠せず、積極的に自ら進めていく必要があると感じている。経

営層も今回の経験から、災害への準備が必要との認識が強まっている。 

 B 社インタビューを終えて：多くの顧客との接点を持つ小売店経営ということもあり、来

店客の安全が第一という認識の強さが印象的であった。また、パート従業員の仕事への意識

の高さは、危機に直面する組織運営にとってきわめて重要な要素と感じたところである。阪

神・淡路大震災での経験から、従業員の大勢を占めるパート従業員の巧みな意識醸成を成し

遂げられている。商品仕入れに関しては、共同仕入れグループへの加盟が、水などかかる状

況で最も大きな需要商品の確保に大きく貢献したとのことであった。被災地における商店

の経営は、今回の被災地経済への災禍のレベルだとなんとか通常の動きが維持されたよう

だ。しかし、巨大災害の直後には、いわゆる「贈与経済」が形成されることになり、地域を

基盤としたこうした小売業との調整が必要な側面も考えておかなければならないだろう。

被災地向けバウチャー制度 5)の検討も必要かもしれない。 

・・・・ 
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● C 社 従業員 50 名 食品卸販売業 （経営者） 

  震災当日の状況など 本社は８：２０始業。一部従業員は出社していた。流通センター

が茨木にあるが、ここでの仕事は既に始まっていた。流通センターはビール樽の貯蔵施設だ

が、地震によって積んでいた樽が散乱した。作業は開始直前であったので人的被害はなかっ

た。従業員は全員出社し、午前中は後片付けを行った。建屋や機械設備の被害はなく、商品

の破損によって 150 万から 160 万円の被害があった。ビールメーカーも被災しており、6 月

から 9 月までの売上は、前年同月を下回った。風評被害はなかった。同社は東日本大震災で

被災した酒造メーカーの販売支援を行ってきたが、現時点でかかる意味での被害は感じて

いない。 

 政府の支援策は利用していない。今回の災害では、酒税の還付申請が可能となっている。

しかし、申請を行おうとすると膨大な書類の作成が要請されており、結果的に申請は行わな

かった。こうした仕組みは改善する必要がある。巨大災害を想定した準備については、災害

自体はもはや避けられないことを考えると取引先や組織内（従業員）との意思疎通をスムー

ズにしておくことが重要と考えている。企業としては、災害時の指示・命令系統を普段から

明示しておくことだろう。こうした点についてはまだまだ不十分なので、今後進化させてい

く必要があると考えている。BCP については、ISO14001 との関係から作成している。 

 C 社インタビューを終えて：避けられない巨大災害が迫っていることから、事前の準備と

して取引関係を含むネットワーク化が既に進められている。同社の場合、取引先との信頼関

係も厚く、こうした「準備」は、きわめて重要な減災要素となると思われる。また、企業内

組織のあり方においても、危機的状況下の指揮・命令系統の明示などその準備は進められて

いるようだ。ますますの進化に期待したい。被災者に対する租税の減免、徴収猶予等に関す

る法律に基づいた酒税の還付申請の断念は、かかる状況下での企業支援においてきわめて

重大な現実が提示されたといって過言ではない。制度、そしてその執行の公平・厳密性はい

うまでもなく重要であるが、危機的状況下にある地域経済、これを支える企業に向けて、通

常時の論理での対応を強いることは無意味と言わざるを得ない。緊急時における制度の「柔

軟」な適用がなければ、巨大災害に個々の事業者が立ち向かうことはできないだろう。非常

時における隠れたコスト（hidden cost）の圧縮は必須の課題である。 

 

 

 

 

 

７．今後の巨大災害に向けての本調査からの８つの提言 

【提言 1】 政府・自治体・金融機関等による復旧施策情報をきめ細かく被災事業者に 
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今般の災害では、経済産業省により被災地中小企業・小規模事業者向けの「特別相談窓口」

が設置され、災害復旧貸付やセーフティネット保証 4 号適用なども行われることとなった。

一方、こうした政府等の支援制度について被災事業者に十分に周知されていないケースも

あるようだ。特に、商工会議所などの経済団体未加入の小規模事業所がこうした情報を入手

しているのか懸念される。被災地全体にこうした情報がきめ細かくゆきわたる仕組みが必

要である。一般に小規模自治体は、そのマンパワー制約から平時における域内の中小企業・

小規模事業所との連携が必ずしも密ではないようだ。現下の IoT を用いれば、コストを最

小化しながら情報の集約・配信は可能である。自治体と事業所との IoT による平時からの

関係構築を提言する。アンケート調査では、「行政の支援策が分からないので明確にしてほ

しい」という記述が 4 社から寄せられている。被災情報・支援情報の共有が必要だ。同時

に、「市も国もやってくれる支援は本当に支援者が求められているものでは全くない気がす

る」との記述が 2 社あったことは閑却できない。どこに、かかる齟齬が生じているのか点検

をしておく必要があるだろう。 

 

【提言２】 「隠れた費用」の圧縮を 

 「（酒税の還付）申請を行おうとすると膨大な書類の作成が要請されており、結果的に申

請は行わなかった」（C 社インタビュー）。被災者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する

法律に基づいた酒税の還付申請の断念は、かかる状況下での企業支援においてきわめて重

大な現実が提示されてといって過言ではない。アンケート調査の自由記述においても、「政

府などの復興支援策、もっと簡潔に手続きが出来るように工夫してほしい」といった指摘が

4 社からあった。こうした非常時に、通常時と同様の文書等を要請することによって、被災

によって混乱した事業者が対応できないことはこれまでの災害からの経済復興の仕組みに

おいても経験してきた。東日本大震災における復興特区での自治体や企業への負荷、東日本

大震災から熊本地震での企業再建の切り札とも思われたグループ補助金においても「隠れ

た費用」は顕在化しており、今後、企業復旧において再点検しなければならない制度的課題

である。 

 

【提言３】 近隣事業所や取引相手とのネットワーク形成を 

 今回の調査において「取引相手や近隣事業所と災害時への対応について情報交換等を行

っている」とこたえた事業者の割合は 18％と２割に満たない。一方、「災害防止のための組

織（自然災害ではなく、構内事故等への対応）において情報共有のための仕組みを持ってお

り、ここで他社の社員と知り合うことが今後役立つと考えている」（A 社インタビュー）と

の指摘にもある通り、近隣事業者等との意見交換の重要性は認識されている。また、「巨大

災害を想定した準備については、災害自体はもはや避けられないことを考えると取引先や

組織内（従業員）との意思疎通をスムーズにしておくことが重要と考えている。企業として

は、災害時の指揮・命令系統を普段から明示しておくことだろう。「こうした点については
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まだまだ不十分なので、今後進化させていく必要があると考えている」との指摘は示唆的で

ある。阪神・淡路大震災においても、被災企業経営者は、災害以前からの人的ネットワーク

や指揮系統を常に更新していくことが必要と述懐している 6）。企業（経営者）間の「信頼」

による結びつき形成が必要である。 

 

【提言４】 BCP など事業継続に向けた事前準備を 

 本調査において回答いただいた事業所のなかで、BCP 策定済みとする割合は 8％と 1 割

に満たない。平成 30 年度に内閣府が実施した調査によれば、全国を平均で中堅企業（常用

雇用者でみると、製造業 301 人以上、小売業 51 人以上など）では 42％、大企業では 60％

に及んでいる。中小企業では 15％（平成 28 年中小企業庁）と大きくその割合は減少するも

のの、高槻市内事業所の 9％は大きく上回っている。確かに、防災・減災は日々の事業活動

においては中心的課題ではなく、「後回し」になっているということもあろう。しかし、南

海トラフなどの巨大災害が予見され、さらに予想されなかった地震・洪水等の危険も今回認

識したところである。BCP など災害への事前投資は、企業において必須の要件となってい

ると言って過言ではない。早急な BCP など事業継続への取り組みを開始すべきであろう。 

 

【提言５】 企業と地域との協働の防災・減災体制を 

 今回のアンケート調査において、「地方自治体との災害支援協定の締結や地域の防災訓練

への参画、工場見学への誘いなどを実施」という項目への回答は 6％にすぎなかった。事業

を営む企業にとっても、災害時には地域（コミュニティ）などから一時避難場所などとして

の期待も大きい。また、かつての巨大災害時には、地域防災にあたって、企業が近隣コミュ

ニティでの火災の拡散を防いだ事例もある。地域と企業の連携は、予見される巨大災害にお

いて必須となっている。 

 一方、政府や自治体の被害対応施策等の周知において、巨大災害ではネット回線が麻痺す

る恐れがあり、自治体や商工会議所の HP 上で公開するだけでは情報が企業に周知されな

い。そこで、LINE 等の SNS の活用によりリスク分散を図ることが１つの有効な手段であ

る。また、科学的な手法に加えて物理的な「蟻の作戦」（直接情報を伝えて、広げていく）

7）といった情報伝達の手法も合わせて準備しておけば心強い。それには、行政や経済団体等

の外部組織のネットワーク・結びつき形成から事業者間、特に日頃からの経営者、防災担当

者間のネットワークを確立することがなにより望まれる。自治体や商工会等主催の行事へ

の参加や同業者間の組合等への加入を駆使して、通常時からの行政や経済団体等、経営者、

防災担当者同士の（face to face）コミュニケーション形成を図り、意識や情報の共有を図る

ことが第一と考える。 

 

【提言６】 産業集積維持再建に向けた関係性の再点検を 

都市の経済は稠密な連関構図で形成されている。その意味で、取引関係の途絶は事業所に
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とって、自らの被災と同様のダメージとなるといって過言ではない。今回の災害では、回答

事業者の 18％、約 2 割が連関構造の破断を経験した。その際、別の事業所との取引を開始

したとする事業者は 2％であった。わずかではあるが、機動的に状況に対応した結果ともい

える。新たな取引先とは異なるが、「3-4 日後には通常の仕入れルートと異なる共同仕入れ

グループ（同社は加盟企業である）から供給を受けることができた。仕入れの複線化によっ

て乗り切ることができた」との経験も示唆的である。災害の規模、業種・業態によって、こ

うした取引・連関関係の構図や再建へのアプローチは異なっていると思われるが、関係性の

「複線化」やかかる事態への準備は必要なようだ。 

 

【提言７】 風評被害を軽視してはならない 

 風評被害は被災地経済再生にとってその対処が厄介な問題の一つである。本来であれば

経済活動が継続できたはずの事業所が、「風評」によってその取引関係が絶たれることで廃

業等を余儀なくされる可能性もある。今回の調査においても、約 1 割の企業が風評被害を

指摘した。業種からみると飲食業、小売業など生活に密着した業種で顕在化している。飲食、

小売業は小規模・零細な事業所も多く、風評被害がもたらす影響は大きいと思われる。マス

コミなど報道機関を含め、風評被害を最小化し、かかる事態に機動的に対応することが必要

だ。 

 

【提言８】政府政策の進化を：被災地再建を加速するために 

 6 月の地震、7 月の西日本豪雨災害と 2018 年は多くの連続した災害がここ関西の中心部

においても災害をもたらした。被災後半年余を経た今日も、高槻市街には屋根にブルーシー

トが被せられた事業所や住居が多いことは懸念されるところだ。「修復業者待ちの状態が長

く、11 月現在、金沢から業者に来てもらい修復を急いでいる」（A 社インタビュー）といっ

た状況だ。オリンピックの準備などで建設業者が東京に集中していると推測されること、さ

らに景気が回復基調にあり、建設事業者の需要が日本全体で高まっていることなどもその

背景としてあげられよう。 

 ひとつは、被災地復旧従事に対するインセンティブを付与することだ。災害復旧従事企業

にポイント（従事した証明書を発行）をあたえ、今後の全国の公共事業等における選定の際

に優位となる仕組みを設計するべきだろう。また、復旧事業と認定された修復や再建事業の

消費税をゼロにするといったことも検討すべきだ。 

 第二に、過去の巨大災害と比べて被害が軽微であり、政府の経済支援策を活用した企業は

僅少であった。しかし、来る巨大災害に対してもこれまでと同じような対応では「焼け石に

水」である。そこで、地域に根差した事業所への政策集中を行い、地域経済循環の円滑化を

図る必要がある。たとえば、被災企業に対して一定規模の被災であれば緊急に一律の現金支

給を行うといったことも必要であろう。 
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